
 

第６章 財政収支の見通し 

6.1 事業計画 

第 5 章で掲載した実現方策の具体化に向けて、図に示した整備内容と事業費に基づき計

画的に事業を実施します。 

 

 

図 6.1 事業計画 

 

6.2 財政収支予測 

(1) 水道事業収益 

平成 30 年度に美都・匹見地域の簡易水道事業、飲料水供給施設が事業統合され、平成

30 年度からは、水道事業収益に加算されます。そのため、水道事業収益は、平成 28 年

度の約 9 億 8,700 万円に対して、平成 30 年度に約 10 億 2,700 万円とピークとなり、そ

の後徐々に減少し、平成 39 年度は約 9億 2,300 万円となる見込みです。 
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図 6.2 水道事業収益（税抜き） 

 

(2) 水道事業費用 

水道事業収益と同様、平成 30 年度の事業統合によって、平成 30 年度から人件費、建

設改良計画に伴う設備投資による減価償却費※、動力費や薬品費といった維持管理費の増

加が予想され、経費が加算されます。そのため、水道事業費用は、平成 28 年度の約 8億

9,300 万円に対して、平成 30 年度に約 10 億 3,900 百万円とピークとなり、その後徐々

に減少し、平成 39 年度は約 9億 4,100 万円となる見込みです。 

911,819 
862,340  892,938  867,801 

1,038,604 1,024,714  1,013,035  1,000,321  995,225  989,786  980,002 
965,260  950,300  941,327 

0

200,000

400,000

600,000

800,000

1,000,000

1,200,000

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 H31年度 H32年度 H33年度 H34年度 H35年度 H36年度 H37年度 H38年度 H39年度（千円）

その他 減価償却費 支払利息 維持管理費 人件費 水道事業費用

実測 予測

 

図 6.3 水道事業費用（税抜き） 

 

 

 



 

 

(3) 収益的収支差額 

平成 30 年度には水道事業収益は増加しますが、それ以上に水道事業費用も増加し、約

1,200 万円の欠損金が発生すると予想されます。その後も平成 39 年度まで欠損金が継続

して発生し、約 500 万円～2,100 万円程度で推移する見込みです。 
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図 6.4 収益的収支差額（税抜き） 

 

(4) 供給単価、給水原価 

図は、水道利用者から徴収する水道料金の 1ｍ3 あたりの平均単価（供給単価）、1ｍ3

の水道水を配るために必要な経費（給水原価）について、平成 39 年度までの推移を表し

ています。 

平成 28 年度は、給水原価 155.4 円/ｍ3に対し、供給単価 160.9 円/ｍ3で販売していま

すが、平成 30 年度以降は、今後水道料金の見直しを行わない場合は、給水原価が供給単

価を上回る状態が続き、厳しい財政状況になるものと予測されます。 
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図 6.5 供給単価、給水原価（税抜き） 



 

 

財政シミュレーションの結果では、平成 30 年度以降に収益的支出が増加し、収支にお

いても平成 30 年度以降には欠損金を生じる予測となっており、経営基盤が脆弱な簡易水

道事業や飲料水供給施設との統合が、上水道事業にとって大きな財政負担となっていま

す。 

今後、水需要の大幅な増加が見込めず、給水収益の確保が困難となる中、災害に備え

た施設水準の向上、老朽化施設の更新など、いずれも収益の増加に繋がりにくい投資を

着実に行うためには、人件費及び維持管理費等の収益的支出の適正化に努めるとともに、

毎年度の経営状況を分析し、定期的な料金改定を考慮に入れて、適正な水道料金の検討

を行っていきます。 


